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事業計画書に記述する一般的な要素について、
前月号（2014年1月号）で、下記①～⑦を説明し
ました。今月号では、下記⑧～⑬を説明します。

その上で、商品・サービスを、どこの誰に、ど
のくらいの価格で、どのような販売チャネルで提
供し、どのように顧客との関係を維持していくの
か、他社との戦略の違いや自社の特徴を明示しな
がら具体的に記述していきます。
実際に戦略立案作業を進めると、具体的にどこ

の誰に販売すればよいのか？具体的にどのくらい
の価格で販売すればよいのか？考えがまとまらず
そこで思考が止まってしまう場合があります。そ
のような場合は、思いつく顧客の立場になって顧
客それぞれのニーズを想定し、それらを紙に書き
出していきます。そして、それらを俯瞰し、共通す
るニーズをまとめてみると今まで気付かなかった
顧客の真のニーズや新たな視点が見え、具体的な
顧客の発掘につながります。
それでも、具体的な顧客やそのニーズが見えて

こない場合は、再度、商品・サービスを投入する
マーケット、セグメントに属する個人・企業やそ
のマーケットの専門家と直接会って自社が市場に
投入する予定の商品・サービスについての意見を
聞いたり、彼らのニーズや抱えている問題を再確
認する作業が必要です。
販売戦略の立案は、非常に手間がかかる割には

明確な答えがすぐに出て来ません。しかし、ここ
で手間をかけることで顧客創造のためのプロセス
を鍛錬出来、計画を実行した際の勝率を上げるこ
とができます。
実際に、⑧「販売戦略」のＡ．～Ｈ．の記載事項（右

図）の記述を行う際には、販売先の根拠だけでな
く、販売価格、数量の根拠も明確にすることが大

■事業計画書の一般的な要素
①「エグゼクティブサマリー」
②「表紙」
③「目次」
④「事業サマリー」　　　　
⑤「商品・サービス」
⑥「製造・仕入」
⑦「想定市場と競合」
⑧「販売戦略」
⑨「経営・組織体制」　　　
⑩「スケジュール」
⑪「資金計画」
⑫「リスク分析」
⑬「補足説明資料」

前月号
（１月号）
にて説明

今月号
（２月号）
にて説明

▶⑧「販売戦略」▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶
商品・サービスを投入するマーケット、セグメ

ントが確定したならば、事業計画書に商品・サー
ビスを顧客にどのように販売していくのか、⑧「販
売戦略」として記述していきます。販売戦略を策
定するにあたっては、自社の商品・サービスを出
発点として販売戦略を考えるのではなく、顧客は
自社の商品・サービスを通じてどのようなメリッ
トを得られるのか？顧客は自社の商品・サービス
を通じてどのような目的を達成出来るのか？等顧
客の立場・視点を出発点に戦略を考えていきます。
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切です。なぜならば、販売価格、数量の設定で売
上が大きく変化し事業計画全体に大きな影響を与
えるからです。販売コスト、需要、利益率等を明
確に示し、目標価格、数量を設定します。コスト
構造等で他社と異なる点や優位になる点があれば
合わせて記述します。
また、意外と見落としてしまう点ですが、新し
いビジネスを行うときは、通常予算の制約がある
ので、販売活動が予算内で収まるのかという視点
をもって販売戦略を描くことが必要です。限りあ
る予算で、想定する地域に、販売チャネルの構築
が本当に出来るのか？ 想定する人員で営業部隊
を維持していけるのか？ 等よく検討する必要が
あります。予算があまりない場合でも諦めずに、
その制約条件の中でどのようにすれば最大の効果
が得られるのか、様々な角度から検討します。業
界内で影響力のある企業にまず販売し、他社の購
買意欲を喚起させたり、ＳＮＳを使って口コミ
マーケティングなどを行うなど、予算がないなか
でも出来る方法を考えていきます。

▶⑨「経営・組織体制」▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶
事業計画書の読み手は、どのような人や組織が
事業を行うのかを、「商品・サービス」以上に重視

します。新しい事業は、計画通り進むことは、な
かなかありません。そのため、計画外の事象や問
題が発生した際、本当に計画の人、組織で対応出
来るのかを、⑨「経営・組織体制」に記載された
役員の略歴・職歴や組織体制等を見て判断します。
また、計画当初の組織体制に加え、会社の成長

に合わせどのような人材を獲得し、組織を拡大し
ていくのか、創業時点から１年毎の人員・組織体
制を、根拠を示しながら記述していきます。

※株式会社の組織形態をとる場合は、会社の基本
的事項は株主総会で決定されます。そのため、
安定した経営を行うためには、株主総会の特別
決議おいて３分の２以上の議決権を確保するこ
とが理想とされます。しかしベンチャー企業等
では、事業拡大ため短期間に多額の資金を新株
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■⑧「販売戦略」記載事項
Ａ．販売方針
Ｂ．想定する具体的顧客
Ｃ．販売方法
Ｄ．販売価格体系
Ｅ．販売に関する独自性、ノウハウ
Ｆ．販売計画
　　・販売先別売上計画
Ｇ．ブランディング戦略
Ｈ．カスタマーサポート体制

■⑨「経営・組織体制」記載事項
Ａ．事業の経緯
　　・事業開始の動機、沿革
　　・社長の経営理念、ビジョン
Ｂ．役員・事業推進者の状況、今後の予定
・役員一覧（役職、氏名、年齢、略歴・
職歴）

・役員以外の事業推進者一覧（役職、氏
名、年齢、略歴・職歴）

・組織体制（部署、責任者、人員、業務
内容）

Ｃ．株主構成（株主名、所有株式数、持株比率、
役員・会社との関係）

Ｄ．外部機関（製造協力先、会計事務所、税
理士事務所等）、関連会社との協力状況
・外部機関、関連会社活用の基本方針
・外部機関、関連会社の協力状況（企業
名、氏名、協力内容・状況）

・関連会社との取引内容（科目、金額）
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発行により第三者から調達せざるを得ない場合
が多く、その結果創業者の議決権割合が希薄化
し３分の２以上の議決権確保が難しくなります
（議決権の維持と新株発行による資金調達はト
レードオフの関係です）。
※ＩＰＯ・Ｍ＆Ａを目指す場合や多額の資金が必
要となる場合は、会社設立前に弁護士等と相談
しながら株主構成、増資時期、増資額等の資本
政策を⑩「スケジュール」、⑪「資金計画」と整合
性をとり慎重に組み立てていく必要があります。
※資本政策は、一度誤ったスキームを作ってしま
うと、基本的に後戻りが出来ません。誤った資
本政策の結果、目標としていたＩＰＯやＭ＆Ａ▶
を行う事が出来なくなったり、創業者が会社の
経営から外されたりするなどの最悪の事態が起
こってしまいます。
※実際の経営においては、経営権の問題に加え資
金調達（お金）の問題が複雑に絡み合い、関係
者間の利害が対立します。この利害調整を社長
一人で行っていては、社長本来の仕事が果たせ
ません。そこで可能であれば、社長のかわりに、
関係者間の利害関係を調整する人物（調整役）
を社内で育てておきます。
※「Ｄ．外部機関、関連会社との協力状況」は、必
ず記載するものではありませんが、外部機関が
重要なパートナーとなるときや関連会社との取
引が発生する場合は記述します。時折、「大企業
がパートナーになってくれるからこの事業は絶
対に安全だ」という話を聞きますが、大企業の場
合、担当者や部門責任者の異動によって、約束
を反故にされる場合があるので注意が必要です。
※ＶＣ（ベンチャーキャピタル）は、投資先の成長
を応援しますが、ＶＣの一番の目的は、ＶＣの
利益の最大化です。ＶＣからの提案が創業者に
とってもっともよい提案とは限りません。特に、

ＶＣと投資契約を結ぶ際には、弁護士と緊密に
連携をとりながら、一つ一つの条項について自
らが納得したうえで締結することが肝要です。

▶⑩「スケジュール」▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶
商品・サービスの仕様決定、開発、評価、市場

投入、さらなる新商品・サービス投入等事業の大
まかなスケジュールを⑪「資金計画」との整合性
をとりながら、記述していきます。近い将来は少
し細かく記載しながら重要なポイントに絞って、
表を用いながら説明します。（社内用には、詳細
を記述した工程表等を用意します。）
なお、スケジュールを作成する際には、仕入担

当者や開発担当者と相談し、多少のバッファーを
もたせながら、スケジュールを組んでいきます。

▶⑪「資金計画」▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶
資金提供者が着目するところです。会社を設立

し実際に商品・サービスを販売する前の経費も
「資金計画」に織り込みます。
資金計画には、エクセル等で作成した損益計算

書等の表を記載することになりますが、単に表の
数値を示すだけでなく、その数値の算出根拠や前
提条件を明確に示す必要があります。調達する資
金は、何に使うのか？経費を削減出来るところは
どこなのか？資金の余裕をどのくらい見込んでい
るのか？等、表の数値を見ただけではすぐに分か
らない部分は、欄外に注記します。
「資金計画」は、財務の専門知識が要求される
部分です。また、ＩＰＯを目指すのであれば、目
指す市場の上場基準を満たすように計画を作る必
要があります。こうしたことから、事業計画の策
定段階で自社内に財務に明るい人材がいない場合
は、資金計画を税理士やコンサルティング会社等
と相談しながら作成するのがよいでしょう。
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※ＶＣから資金を調達する予定がある場合は、エ
グジット（出口）戦略を明確に記述する必要が
あります。ＶＣから資金を調達した後、会社を
上場させるのかＭ＆Ａにより会社を売却させる
のか、それぞれの根拠をエグジット時点の自社
評価額を算出しながら説明します。Ｍ＆Ａによ
り会社を売却させるのであれば、どのような企
業が買収企業として考えられるのか、その根拠
を示しながら説明します。

▶⑫「リスク分析」▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶
⑫「リスク分析」では、今後直面する可能性が
ある市場、競合、技術等に関するリスクとそれら
リスクへの対応方法について記述します。事業計
画を策定する段階で、予見出来るリスクは、包み
隠さず記載します。後で隠していた事が分かると、
関係者との信頼関係を一気に失ってしまいます。
また、事業全体のリスク・リターンを示すため
に、収益性分析や感応度分析を行います。
収益性分析では、主に正味現在価値（ＮＰＶ）
や内部収益率（ＩＲＲ）を指標に用い計算を行い
ます。ＮＰＶは、事業が将来生み出すキャッシュ

フローの現在価値の総和です。この総和の大きさ
で、異なる前提条件や他の投資案件との単純比較
が可能となります。ＩＲＲは、ＮＰＶがゼロにな
るときの割引率です。計算方法については、紙面
の都合上説明できませんが、一般的に、ＶＣでは
この値が最低２０～２５％ないと投資案件として
認めてもらえません。
感応度分析では、変数として販売価格、販売量、

仕入れコスト等の前提条件をおき、それらが増減
した場合どのような結果をもたらすのか、ＩＲＲ
等の指標を用いながら説明します。

▶⑬「補足説明資料」▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶▶
必要に応じて補足資料を添付します。補足資料

を追加した場合は、④～⑫までの各要素との関係
が分かるように、各要素の説明のページに、「補
足説明資料」についての脚注を記述しておきます。

６．おわりに
事業計画書の一般的な要素（①～⑬）について

説明しましたが、実際の経営においては、各要素
間のつながりや全体としての一体感が重要になっ
てきます。事業計画書を書き上げたときは、思考
の抽象度を上げ、各要素が事業全体として一貫し
たものとなっているか確認してみてください。
議論を重ね頭を悩ませながら、曖昧な部分を潰

したり全体バランスをとる地道な作業を行うこと
が、事業に対する洞察力を高め、事業を成功へと
導きます。▶ （全２回　終わり）
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■⑪「資金計画」記載事項
Ａ．利益計画（損益計算書）
Ｂ．キャッシュフロー計算書（営業ＣＦ、投
資ＣＦ、財務ＣＦ項目を含む）

Ｃ．貸借対照表項目（現金・預金、資本金、
借入金項目）

Ｄ．所要運転資金内訳
Ｅ．借入金計画（借入残高、返済額、想定利
率等）

Ｆ．資本政策表（増資・分割時期、発行価格、
株数、持株比率等）

Ｇ．エグジット（出口）戦略 ■⑫「リスク分析」記載事項
Ａ．リスクとその対策
Ｂ．シミュレーション（収益性・感応度分析
等）


